第　　　　号
平成　　年　　月　　日
国土交通大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（共同事業者　申請代理人）　

住　　　所　　　　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　　　　　　　　　　　　㊞
観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（平成２０年法律

第３９号）に係る認定手続き等の包括委任について（委任状）
標記について、下記事項について包括委任されたので、お届けします。

記

１．委任事項

（１）観光圏整備実施計画認定申請

（２）観光圏整備実施計画変更認定申請

（３）観光圏整備実施計画軽微変更届出

２．委任者

観光圏整備実施計画を実施する共同事業者として、１．に掲げる委任事項の一切の権限を申請代理人（　　　　　　　　　　　　　　）に委任します。
	事業者名
	住　　所
	（役職）代表者名
	印

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


３．委任期間

　　自　平成　　年　　月　　日

　　至　平成　　年　　月　　日

第　　　　号
平成　　年　　月　　日
国土交通大臣　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（共同事業者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　

住　　　所　　　　　　　

氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　　
住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者
観光圏整備実施計画認定申請書

観光圏整備実施計画を認定されるよう観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（平成２０年法律第３９号）第８条第１項の規定に基づき、下記のとおり別紙関係書類を添えて申請します。

記

１．対象となる観光圏の区域
２．観光圏整備事業の名称
　　　　　　　
３．観光圏整備実施計画の期間
平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで
４．別紙関係書類
１．共同事業者の実施体制
	
	名　称
	住所
	職　名
	代表者名

	共同事業者名

	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


２．観光圏及び滞在促進地区の概要
(1) 観光圏及び滞在促進地区の概要

	○○観光圏

	都道府県名
	市町

村名
	滞在促進地区の名称及び

範囲並びに宿泊施設数
	主な観光資源とその概要

	○○県

	○○市
	名称： 
範囲： 
宿泊施設数： 
	：

：

	
	
	
	：

	
	○○町

	名称： 
範囲:
宿泊施設数：
	：
       :

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


(2) 観光圏及び滞在促進地区の位置関係図（圏域図）
	＊観光圏と滞在促進地区及び関連する主たる観光資源との位置関係を明記。
（別添にしても可）



３．観光圏整備事業の目標
	①　設定しようとする観光圏の核となる個性や強みが分析されており、かつ、その強化を図るための方向性に係る目標
　（観光圏としてのブランドをどう確立していくかという観点で記入）
②　観光圏の実情に応じた明確な数値目標
単位
１９年（度）

２０年（度）

２１年（度）

２２年（度）

２３年（度）

２４年（度）

（　）

（　）

（　）

（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
（　）
　※括弧内には、外国人の内数を記載すること。
3 地域住民等を中心とする持続可能な観光まちづくり主体の育成等により継続的・自立的な活動体制を確立するための目標



４．観光圏整備事業の概要 
(a)観光旅客の宿泊に関するサービスの改善及び向上に関する事業
	No.
	個別事業名
	事業概要
	実施主体
	実施時期
	国の支援制度又は法律の特例の適用

	a-1
	
	
	
	
	

	a-2
	
	
	
	
	

	a-3
	
	
	
	
	


 (b)観光資源を活用したサービスの開発及び提供に関する事業　
	No.
	個別事業名
	事業概要
	実施主体
	実施時期
	国の支援制度又は法律の特例の適用

	b-1
	
	
	
	
	

	b-2
	
	
	
	
	

	b-3
	
	
	
	
	


(c)観光旅客の移動の利便の増進に関する事業
	No.
	個別事業名
	事業概要
	実施主体
	実施時期
	国の支援制度又は法律の特例の適用

	c-1
	
	
	
	
	

	c-2
	
	
	
	
	

	c-3
	
	
	
	
	


(d)観光に関する情報提供の充実強化に関する事業
	No.
	個別事業名
	事業概要
	実施主体
	実施時期
	国の支援制度又は法律の特例の適用

	d-1
	
	
	
	
	

	d-2
	
	
	
	
	

	d-3
	
	
	
	
	


 (e)その他の事業

	No.
	個別事業名
	事業概要
	実施主体
	実施時期
	国の支援制度又は法律の特例の適用

	e-1
	
	
	
	
	

	e-2
	
	
	
	
	

	e-3
	
	
	
	
	


※国の支援制度又は法律の特例について（適用を希望する欄の番号等を記入する。）

	① 観光圏整備事業費補助金
	⑥ 道路運送法特例（法§１４）

	② 認定観光圏案内所（法§１０）
	⑦ 海上運送法特例（法§１５）

	③ 国際観光ホテル整備法特例（法§１１）
	⑧ 公益法人の不動産取得税の減免特例

	④ 旅行業法特例（法§１２）
	⑨ 日本政策金融公庫による制度融資　　　　　（(a)のみ適用可能）

	⑤ 共通乗車船券特例（法§１３）
	⑩ その他国の支援制度（適用希望の制度）　

	＊⑩は、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金など国の補助金、交付金、調査費等に関するものを参考情報として記入する。


５．観光圏整備実施計画に係る所要資金の額及び調達方法
	年度
	総事業費
	所要資金額
	備　考

	
	
	自己資金
	希望補助金額
	その他
	
	

	　　年度
	
	
	
	　
	
	

	　　年度
	
	
	
	
	
	

	　　年度
	
	
	
	
	
	

	　　年度
	
	
	
	
	
	

	　　年度
	
	
	
	　　
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


６．観光圏整備計画に対する関係市町村又は都道府県の意見

	


７．個別事業実施計画書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【事業No.a-３】

	観光圏整備事業名
	
	個別事業名
	

	実施（共同事業）者名： 


(1) 個別事業の目標
	 観光圏の整備に対する当該個別事業の目標



(2) 個別事業の実施計画
	個別事業実施体制図
	

	実施内容
	年度
	実施時期（期間）：平成　　年　　月～平成　　年　　月
実施場所：

	
	年度
	実施時期（期間）：平成　　年　　月～平成　　年　　月
実施場所：

	
	年度
	実施時期（期間）：平成　　年　　月～平成　　年　　月
実施場所：


＊「実施場所」は、滞在促進地区において実施する個別事業については、（　　）にて記入すること。

＊必要に応じて、欄を追加すること。
(3) 個別事業に関わる関係法令、条例等
	①　個別事業に関わる関係法令名及び条例名
②　関係法令（条例）への対応方法



７．－２個別事業実施計画書（日本政策金融公庫による制度融資）　（記載例）　【事業No.a-２】

※４．（２）において⑨ 宿泊施設整備の財政投融資による特別貸付を予定している事業者は本様式を使用すること。
	観光圏整備事業名
	
	個別事業名
	

	実施（共同事業）者名：


(1) 事業実施者の概要

	名称及び代表者
	名  称
	
	代表者名
	

	法人住所
	〒***-****　○○県○○市○○町△-

	資本金等
	円
	従業員数
	人

	主な事業内容
	宿泊業

	所属部署名（役職）
	
	担当者名
	

	E－mail
	

	電話番号（直通）
	
	ＦＡＸ
	


 (2) 個別事業の目標及び実施内容
	 観光圏の整備に対する当該個別事業の目標
	

	財政投融資による特別貸付を必要とする理由
	

	特別貸付を受けようとする事業内容
	

	当該事業実施により予定される宿泊サービス改善・向上化の効果
	

	当該事業実施により予定される観光圏形成の効果
	＊「３．観光圏整備事業の目標及び内容（１）観光圏整備事業の目標②」に記載されている数値目標が設定されている項目のいずれに資するか具体的に記載のこと。


(3) 個別事業の実施計画
	実施内容
	年度
	実施時期（期間）：平成　　年　　月～平成　　年　　月
実施場所：○○県○○市

改築に係る設計

	
	年度
	実施時期（期間）：平成　　年　　月～平成　　年　　月
実施場所：○○県○○市

改築工事

	
	年度
	実施時期（期間）：平成　　年　　月～平成　　年　　月
実施場所：


＊必要に応じて、欄を追加すること。
(4)所要資金の額及び調達方法
	年度
	総事業費
	資金調達内訳
	備考

	
	
	自己資金
	本制度による特別貸付
	その他金融機関
	
	

	　　年度
	
	
	
	
	
	

	　　年度
	   
	
	
	
	
	

	　　年度
	
	
	
	
	
	

	　　年度
	
	
	
	
	
	

	　　年度
	
	
	　　
	
	
	

	合計
	    
	
	
	
	
	


８．必要とする特例措置の内容
(1) 申請者(届出者)の概要
	名称及び代表者
	名  称
	
	代表者名
	

	法人住所
	〒

	資本金等
	円
	従業員数
	

	主な事業内容
	

	所属部署名（役職）
	
	担当者名
	

	E－mail
	

	電話番号（直通）
	
	ＦＡＸ
	


(2)観光圏整備法による特例計画

	必要とする特例根拠
	観光圏整備法第　　条（　　　法の特例）

	取得法令事業名
	
	許可年月日（番号）
	

	営業所（施設）の位置
	
	

	観光圏内滞在促進地区
	
	

	観光圏内限定旅行業務取扱管理者
	
	資格要件
	1． 旅行業法第６条第１項第１号～第５号まで該当なし

2． 研修課程修了その他省令で定める要件を具備


 (3) 観光圏整備個別事業の特例
	観光圏整備個別事業名
	

	特例措置を必要とする理由
	

	特例措置を受けようとする事業内容
	別紙のとおり

	当該事業実施により予定される観光圏形成の効果
	


添付書類
	都道府県名
	
	市区町村名
	

	※記入者（担当者）連絡先
	氏　　名
	

	
	所属部署名（役職）
	（　　　　　　　　　　　　）

	
	所在地
	〒

	
	電話番号（直通）
	　　　-　　　-　　　　（　　　-　　　　-　　　　）

	
	FAX番号
	
　　　　-　　　　-　　　　　

	
	E－mail
	


· 「記入者（担当者）」は、当該事業の全体的な内容を理解している実質的な責任者を記入してください。

















































